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(57)【要約】
【課題】高温環境下でも冷却能力がすぐれ、かつ、電池
モジュールを複数配列された電池パックシステムにおい
てモジュール交換が容易な電池モジュール構造を提供す
る。
【解決手段】複数の平板状の二次電池を有するモジュー
ル構造であって、モジュール筺体の任意の一面に、該筺
体内部の上部に空間を残し、奥行き方向に貫通する複数
個の溝を平行に設け、該溝と該溝の間の該筺体内部に該
平板状の電池を配したことを特徴とするモジュール構造
。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　平板状の二次電池と、
　奥行き方向に貫通する複数個の溝が形成され、隣り合う溝と溝の間の空間に前記二次電
池を格納した筐体と、を有し、
　前記複数個の溝は前記筐体の下部から上部に向かって伸びており、
　前記筐体の内部であって溝の上部の空間において、複数の前記二次電池を電気的に接続
したことを特徴とする二次電池モジュール。
【請求項２】
　請求項１に記載の二次電池モジュールであって、
　突起部またはフィンを有する水冷ジャケットを有し、
　前記水冷ジャケットの突起部またはフィンは、前記筐体の外部から前記筐体の溝に沿う
ように設けられたことを特徴とする二次電池モジュール。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の二次電池モジュールであって、
　前記筐体の隣り合う溝と溝の間の空間の一つに、前記二次電池の制御または保護用の回
路基板を配したことを特徴とする二次電池モジュール。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれかに記載の二次電池モジュールであって、
　前記筺体の背面に、前記二次電池の正極または負極のコネクタ部を設けたことを特徴と
する二次電池モジュール。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれかに記載の二次電池モジュールであって、
　前記二次電池において最大面積を有する面が、前記筐体の溝において最大面積を有する
面と対向することを特徴とする二次電池モジュール。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれかに記載の二次電池モジュールであって、
　前記水冷ジャケットの突起部またはフィンは、内部に液冷媒を流す中空部を有すること
を特徴とする二次電池モジュール。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれかに記載の二次電池モジュールであって、
　前記筺体と前記水冷ジャケットとの間隙に、熱伝導性または弾性を備える部材が介在す
ることを特徴とする二次電池モジュール。
【請求項８】
　請求項１乃至７のいずれかに記載の二次電池モジュールを、ラックに複数個配置した二
次電池パックであって、
　前記水冷ジャケットは、冷媒の供給口及び排出口を備え、
　前記ラックは、前記供給口へ向けて冷媒を供給する分岐部と、前記排出口から前記出口
ヘッダーに冷媒を排出する合流部と、を備えたことを特徴とする二次電池パック。
【請求項９】
　請求項８に記載の二次電池パックであって、
　前記ラックの背面側に、前記二次電池モジュールと、前記二次電池モジュールからの電
流を集電する接続ケーブルとを接続するためのコネクタ部を備えることを特徴とする二次
電池パック。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リチウムイオン電池に代表される二次電池のモジュール構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　従来、負荷電圧や負荷容量の増大に対しては、複数の単電池を直列接続や並列接続、ま
たはそれらを組み合わせた接続を行い、組電池を構成し、それを筺体に収納したモジュー
ル構造をとることが多い。また、安全面からモジュールの外に有害なガスや煙，液体及び
火炎などが出ないよう密閉構造にすることが望まれている。
【０００３】
　電池のモジュール構造としては、複数の単電池を密接配置させて緊締し、ハードケース
に収納する方法が一般的である。しかし、これだけでは、電池自体の発熱による熱が放散
せず、蓄積し、電池が高温となるため、短寿命になってしまう。
【０００４】
　近年では、急速充電や高率放電にて使用される用途が増大し、電池温度が高温になり易
く、一層寿命を縮める原因となっている。特に、扁平形単電池の長側面同士を接するよう
に組電池を構成した場合は、放熱経路がタブリード以外ほとんど無く、中央部に位置する
電池の温度が非常に高くなり、他に位置する電池よりも早期に寿命に至り、結果的に電池
モジュールとしての寿命が短くなってしまう。このため、多くのモジュール冷却方法が考
案されてきた。
【０００５】
　本技術分野の背景技術として、特開２０００－２５１９５１号公報（特許文献１）があ
る。この公報には「単電池を複数個直列配置した集合型密閉二次電池において、単電池の
配置方向に対してその両側に冷却媒体通路部を配設するとともに、各単電池の電槽間に両
側の冷却媒体通路部を連通する電槽間冷却媒体通路を形成し、単電池間を含めて各単電池
のすべての側面を冷却媒体にて強制冷却するようにした。」と記載されている（要約参照
）。
【０００６】
　また、特開２００９－１４０７１４号公報（特許文献２）がある。この公報には「扁平
形単電池と扁平形単電池の間に複数の扁平形ヒートパイプが平行に配置され、夫々の扁平
形ヒートパイプがヒートシンクを兼ねた外装ケースと接していることを特徴とする組電池
モジュール。」と記載されている（要約参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０００－２５１９５１号公報
【特許文献２】特開２００９－１４０７１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　特許文献１には、電池と電池の間に設けた流路に流れる冷却媒体を密閉容器内の全電池
に対して均一な流量配分を行う、集合型密閉電池の流路構造が記載されている。しかし、
大容量化を図るためには、膨大な数の単電池が必要であり、それらを一つの密閉容器に収
めるには限界があり、複数の数の該集合型密閉電池を直並列した電池パックシステムが必
要となる。
【０００９】
　ところで、そのような大容量の電池パックシステムの長寿命化を図るためには、単電池
に異常が発生した場合には、その異常電池を含んだ該集合型電池を、システムの運転は継
続させながら、新しいものと交換できるようにすることが求められる。すなわち、長寿命
を目指した大容量電池システムでは運転中でも簡単に集合電池単位すなわちモジュール単
位の交換できることが望ましい。
【００１０】
　しかし、特許文献１の集合型密閉電池においては、集合電池単位での交換についての配
慮がなされていない。すなわち、交換の場合には、必ず電気的な接続／切断と冷却媒体配
管の接続／切断が必要となるが、このような集合電池では、それらを複数個配列した電池
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システムとしてみた場合、冷媒の供給管及び排出管の取り外しを含めた集合電池交換の容
易性については考慮されていない。また、電池と冷媒が直接接しないよう電池はその外側
を電槽と呼ばれる容器に納めなければならず、密閉構造がシール構造を含めて極めて複雑
化し、信頼性の面でも課題が残る。
【００１１】
　また、特許文献２には扁平型電池間にヒートパイプを平衡配置することにより、電池間
及び電池内部の温度分布が改善することが記載されている。しかし、冷却能力は外装ケー
スから系外への熱伝達によって決まるのに対し、同文献に記載のヒートシンクを備えた外
装ケースとの記載はあるが、そこを流れる冷媒や電池システムとしてそれが複数個備わっ
た場合の冷却方法についての記載はない。
【００１２】
　すなわち、積極的な冷却は行わず系外への放熱による冷却方法のため、環境温度が高温
で、特に発熱量が大きくなる場合の筺体（外装ケース）から如何に有効に熱を放散させる
かに関しての課題が残る。
【００１３】
　そこで、本発明は、高温環境下でも冷却能力がすぐれ、かつ、電池モジュールを複数配
列された電池パックシステムにおいてモジュール交換が容易な電池モジュール構造を提供
する。例えば、好ましくは冷媒を水として、高温環境下及び密閉モジュール構造において
も冷却能力に優れ、単電池及び単電池間の温度分布を均一にし、かつ、モジュール交換時
に冷媒配管の作業なしに、かつ、電極端子の接続や切断が容易に交換できるモジュール構
造を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記課題を解決するため、例えば特許請求の範囲に記載の構成を採用する。本願は上記
課題を解決する手段を複数含んでいるが、その一例を挙げるならば、複数の平板状の二次
電池を有するモジュール筺体の任意の一面に、該筺体内部の上部に空間を残して奥行き方
向に貫通する複数個の溝を平行に設け、該溝と該溝の間の該筺体内部に該平板状の電池を
配したことを特徴とする。
【００１５】
　そして、該溝が設けられた面に接するように、突起部あるいはフィンを有する水冷ジャ
ケットが該筺体外部に設けられたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、高温環境下でも冷却能力がすぐれ、かつ、電池モジュールを複数配列
された電池パックシステムにおいてモジュール交換が容易な二次電池モジュールを提供す
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明に係わるモジュール構造の第一の実施例を示す筺体の斜視図である。
【図２】本発明に係わるモジュール構造の第一の実施例を示すＡ－Ａ断面図である。
【図３】本発明に係わるモジュール構造の第一の実施例を示す筺体内部の拡大図である。
【図４】本発明に係わるモジュール構造の第一の実施例を示す筺体背面の正面図である。
【図５】本発明に係わるモジュール構造の第一の実施例を示す筺体側面の断面図である。
【図６】本発明に係わるモジュール構造の第二の実施例を示す水冷ジャケット部の斜視図
である。
【図７】本発明に係わるモジュール構造の第二の実施例を示す前面正面図である。
【図８】本発明に係わるモジュール構造の第三の実施例を示す水冷ジャケット部の斜視図
である。
【図９】本発明に係わるモジュール構造の第三の実施例を示す水冷ジャケット部側面のＢ
－Ｂ断面図である。
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【図１０】本発明に係わるモジュール構造の第三の実施例を示す水冷ジャケット部前面の
Ｃ－Ｃ断面図である。
【図１１】本発明に係わるモジュール構造の第三の実施例を示す筺体の縦断面図である。
【図１２】本発明に係わるモジュール構造の第四の実施例を示す水冷ジャケット部と筺体
との接触面の拡大縦断面図である。
【図１３】本発明に係わるモジュール構造の第四の実施例を示す水冷ジャケット部と筺体
との接触面の拡大縦断面図である。
【図１４】本発明に係わる第五の実施例を示すもので複数個のモジュールから成るパック
構造の正面図である。
【図１５】本発明に係わる第五の実施例を示すもので複数個のモジュールから成るパック
構造の上平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、図面に基づいて実施例を説明する。
【実施例１】
【００１９】
　本実施例では、複数個の平板型あるいは扁平型の単電池２を収納する容器を、ここでは
今後、筺体と称すが、図１～図５を用いて説明する。
【００２０】
　図１は、本実施例の筺体１の斜視図である。筺体１には複数個の筺体溝３が筺体１の奥
行き方向に向かって貫通している。また筐体溝３は筺体１の下部から上部に向かって伸び
ている。この筺体溝３によって形成される筺体１の内部の空間部１００に、破線で示す単
電池２が収まる。
【００２１】
　図２には図１のＡ－Ａ断面図を示す。筺体溝３は筺体正面の前面から奥行き方向に向か
って冷媒、例えば空気が流れるための流路を形成しており、単電池２から発生する熱を単
電池側面２ａから筐体溝内面３ａを経て、冷媒に伝える役目を担うものである。
【００２２】
　ここで、単電池２の設置の方向であるが、最も面積の大きい単電池側面２ａが筐体溝内
面３ａと対向するように設置される。筐体溝内面３ａは、筐体溝３において最も面積の大
きい面である。さらには、筐体溝３の高さは単電池側面２ａの高さより高くすることが望
ましい。これにより、単電池側面２ａと筐体溝内面３ａの間の伝熱面積を最大にすること
ができ、冷却性能が向上する。また、筐体溝内面３ａと単電池側面２ａとの間に形成され
る間隙１０２はできるだけ狭い方が好ましい。すなわち、単電池２と筐体溝内面３ａの間
の熱伝導距離が短くなるため、冷却面で有利となる。
【００２３】
　図３は、間隙１０２の拡大図である。間隙１０２には絶縁・緩衝材９で埋められている
。絶縁・緩衝材９により、単電池２を空間部１００に固定することができる。そして、熱
圧着シール部８により、単電池２内の電解液やガスの漏洩を防ぐ。また、筺体１の材質が
金属のような良熱伝導材で形成される場合には、単電池２からの漏えい電流を絶縁し、短
絡を防ぐことができる。また、モジュールへの衝撃に対しても緩衝材としての機能を有す
。さらには、単電池２の変形に対しても、緩衝材が変形を吸収し、密着性を維持する役割
を担う。
【００２４】
　熱伝導面からみれば、この間隙１０２には空隙部をできるだけ少なくして、熱伝導率の
小さい空気の占める体積を減じて、熱伝導性を高めることが要求される。このため、絶縁
・緩衝材９は空気層が残らないよう完全に間隙１０２に充填されることが肝要である。更
に、絶縁・緩衝材９は良熱伝導材でありかつ伸縮性が要求されることから、例えばシリコ
ーンポリマーとセラミックスの混合物から成る伝熱シート等であることが望ましい。
【００２５】
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　図１，図２には単電池２の制御や通信あるいは保護を目的とした回路基板４も筐体１の
内部に収納されている。回路基板４も発熱するため、冷却が必要となる。ここでは、筺体
溝３によって形成された空間部１００の一つを基板用に割り当てた。これにより、回路基
板４も単電池２と同じように冷却することができる。回路基板４が複数の場合でも、同数
の溝を追加して対応することができる。
【００２６】
　このように、筐体１の内部に回路基板４を有する本実施例において、この回路基板４と
複数の単電池２の電気的な接続構造に関して、図２，図４，図５を用いて説明する。本実
施例では筐体１の内部の各単電池が直列に接続されている例を示す。
【００２７】
　図５に筺体１の側面断面図を示す。空間部１００の中に単電池２が収納されている。単
電池前面２ｂ及び単電池側面２ａは絶縁・緩衝材９と接している。単電池２の背面側には
負極タブ１２及び正極タブ１３がそれぞれ単電池２から突き出ている。
【００２８】
　各単電池２の負極タブ１２及び正極タブ１３からは垂直に集電用部材１１ａ，集電用部
材１１ｂがそれぞれ上部空間１０１に向かって伸びている。なお、上部空間１０１は筐体
溝内面３ｂと筺体上面１ａとの間に形成される空間であり、本実施例における溝付き筺体
構造の電池間接続を行う上で、必要不可欠の空間である。そして、隣り合う単電池間の集
電用部材１１ａと集電用部材１１ｂが接続用部材６により電気的につながっている。すな
わち、負極タブ１２から伸びている集電用部材１１ａが隣の単電池２の正極タブ１３から
伸びている集電用部材１１ｂと接続用部材６によって接続される。
【００２９】
　なお、本実施例の図２，図５に示すように隣り合う接続用部材６が互いに接触しないよ
うに、集電用部材１１ａと集電用部材１１ｂの高さや奥行き方向の位置を隣り合う単電池
間で交互に変えている。そして、最も回路基板４から離れて位置する単電池２の正極集電
用部材１１ｃが接続線７により、回路基板４の正極端子１５につながる。また、回路基板
４に最も近い位置の単電池２から伸びた接続用部材６は回路基板４の負極端子１４につな
がる。
【００３０】
　図４はモジュールを背面から見たものである。筐体溝３は前面から背面まで貫通してい
る。そして、回路基板４が収納されている位置には外部との電気的な接続を行う正極コネ
クタ２０，負極コネクタ２１がそれぞれ備わる。また、通信用コネクタ２２や切断スイッ
チ２３も正極コネクタ２０，負極コネクタ２１と同様に、筐体１の背面の回路基板４が収
納された位置に取り付けられている。正極コネクタ２０，負極コネクタ２１は外部機器と
の電流接続のためのものである。切断スイッチ２３は、本実施例では、切断スイッチ２３
を切ることにより、モジュール側のコネクタ類を外部の機器から物理的に切り離しても、
電池に悪影響を及ぼさないような機能を有している。
【００３１】
　上記の電池モジュールを複数個組み合わせて使う場合には、各モジュール間の電気的な
接続が新たに必要となり、モジュールの背面側にてその接続を行うことになる。例えばラ
ックにモジュールを収納する場合、ラック側にはモジュール間の接続用コネクタ類などの
機器が備わっており、このラック側コネクタとモジュール側コネクタとが接続される。
【００３２】
　省スペースの観点から、できるだけ接続のための作業スペースを減らしたいが、本実施
例では、筐体１の背面にコネクタ部を設けたことと、モジュールのラックからの出し入れ
を筺体溝方向に行うことで以下の利点が生まれる。
【００３３】
　筐体溝３の一部を出し入れの際のガイドとして利用することができる。すなわち、溝に
対応したガイド、例えば溝にはまるレールをラック側に取り付けることにより、溝と直角
方向のずれが生じないことから、ラック側に固定されたコネクタとモジュール側のコネク
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タとの位置決めを正確に行うことができ、かつ、コネクタの接続方向と溝の方向が同じで
あることから、背面のコネクタ類をワンタッチ着脱可能構造とすることができる。すなわ
ち、モジュールを溝に沿ってラック側に押し込みながらコネクタを接続させ、同じく溝方
向に抜き出しながらコネクタを切り離すわけである。
【００３４】
　以上のように本実施例によれば、単電池２ごとに単電池２で最も大きな面積を有する平
面を冷却できるので、単電池２の平面温度分布を均一にできる。更に、単電池２ごとにそ
の両平面が冷却されるため、単電池間の温度差も小さくできる。また、回路基板４にも冷
却面を形成できるため、筐体１の内部に収納可能でかつ回路基板用の新たな冷却構造は特
に不要であり、構造が簡単になる。
【００３５】
　さらには、複数個のモジュールで構成されるパックあるいはブロックシステムの場合、
回路基板４の位置に合わせて筐体１の背面に正極コネクタ２０，負極コネクタ２１を設け
、筐体溝３をガイド用のレーンにすることによりモジュールの着脱が容易にできる構造を
とることができる。この結果、モジュールの交換作業が容易になること、また作業スペー
スの低減が図られ、パックあるいはブロックのコンパクト化も図れる。
【実施例２】
【００３６】
　本実施例では、冷却方式が空冷ではなく、水冷で行えるモジュールの例を図６，図７を
用いて説明する。
【００３７】
　図６は水冷ジャケット３０の構造を示した斜視図である。水冷ジャケット本体下部３１
の内部には図示していないが、仕切り板などにより、水の流路が形成されており、水の供
給口３４から水冷ジャケット本体後面３２に設けた排水口３５から排出される。また、水
冷ジャケット３０には筐体１の溝数と同数の冷却フィン３３（突起部）が水冷ジャケット
本体下部３１から鉛直方向に伸びている。冷却フィン３３と冷却フィン３３の間には間隙
３６が形成される。
【００３８】
　図７はモジュールの前面正面図である。この間隙３６と冷却フィン３３の高さを調節し
て、櫛歯状の水冷ジャケット３０が、実施例１で示した溝付きの筺体１と図７に示すよう
に筺体溝３に冷却フィン３３がはめ込まれるようにして組み合わされる。冷却フィン３３
は筐体１の外部から筐体溝３に沿って設置される。筺体側の下面３７ａは水冷ジャケット
本体側の上面３７ｂと接し、伝熱面を構成する。また、筺体の溝側面３８ａと冷却フィン
の側面３８ｂと接し、伝熱面を構成する。ただし、筐体溝の凹部面３９ａと冷却フィンの
先端面３９ｂとの間には間隙があってもよい。また、冷却フィン３３は筺体溝３の中に完
全に包含されている。
【００３９】
　水冷ジャケット３０の全体は高い熱伝導性を有するアルミ等の金属で作られており、実
施例１で述べた単電池２から発生した熱は筺体の溝側面３８ａや筺体側の下面３７ａから
冷却フィンの側面３８ｂや水冷ジャケット本体側の上面３７ｂを通り、水冷ジャケット本
体下部３１を流れる水に伝えられることによって、単電池２は冷却されることになる。
【００４０】
　本実施形態は先の第一の実施形態の空冷方式に比べて水冷になるため、冷却性能が一段
と向上する。特に、空冷の場合には環境温度が高くなると、冷媒である空気温度も高くな
ることから、冷却面で厳しくなるが、水冷の場合は、水の熱容量が大きいため、環境温度
の影響を受けにくい利点がある。
【００４１】
　また、筺体１と水冷ジャケット３０とは簡単に分離できることから、筐体１の内部のセ
ルに異常が発生し、そのためモジュールごと交換する場合でも、水冷ジャケット３０を含
む水冷却系統はそのままにして、筺体１のみを筐体溝３に沿って正面から抜き出せばよい
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ことから、モジュール交換が極めて容易にできる。更には、冷却フィン３３と筐体溝３が
ガイドの役目を果たすため、新たにガイドを設けなくても第一の実施例と同様のコネクタ
のワンタッチ着脱が可能になる。
【実施例３】
【００４２】
　本実施例では、水冷ジャケット３０の本体部分だけでなく、上記冷却フィン３３の内部
にも水を流すことができる水冷ジャケット構造を図８～図１１を用いて説明する。
【００４３】
　図８は本実施例の水冷ジャケット全体の斜視図である。水冷ジャケット本体下部３１か
ら冷却フィン３３が鉛直方向に延びている。また、冷却フィン３３の数は筺体溝３の数と
同数である。水の供給口３４が水冷ジャケット本体下部３１に設けられており、水冷ジャ
ケット３０の背面側にあたる冷却フィン３３の上部に排水ヘッダー４０が備わる。
【００４４】
　図９に水冷ジャケット３０のＢ－Ｂ断面図を、図１０に同じくＣ－Ｃ断面図を示す。水
の供給口３４から入った冷却水は、水冷ジャケット本体下部の内部に設けられた給水ヘッ
ダー４４を流れ、分岐口４５を通って、冷却フィン３３の中空部４３に流入する。そして
、出口として排水口４２から排水ヘッダー４０の流路４１を通ってモジュール外に排出さ
れる。
【００４５】
　なお、排水ヘッダー４０を冷却フィン３３の上部に設けた理由は、ポンプの吐出圧が下
がったりして、冷却水量が減ったり、水圧が低下した場合でも冷却水を確実に冷却フィン
３３の中空部全域に流れるようにするためである。上記のような状況が想定されない場合
には、排水ヘッダー４０及び排水口４２は供給側と同様にジャケット本体下部３１に設け
てもよい。
【００４６】
　本実施例の水冷ジャケット３０は、冷却フィン３３の内部にも冷却水が流れる構造とな
っている。ただし、上記のような流路を確保するためには冷却フィン３３にはある程度の
厚みが必要となる。そのためには、筐体溝３のピッチを大きくし、更には、筺体幅を一定
に維持するためには、溝の数を減らす必要がある。
【００４７】
　図１１に本実施例における筺体１の正面の縦断面図を示す。なお、筺体１の上部の空間
部１００に備わる電気的接続部分は、実施例１と同様の構成および機能を有するので省略
している。本実施例の筐体１では筐体溝３の数を減らして、代わりに溝幅と溝のピッチを
大きくした。
【００４８】
　そして、この筐体溝３の中には単電池２が２個一組にして挿入されている。さらには、
単電池２個の間には熱拡散板５０が備わる。該熱拡散板としては高熱伝導率を有するアル
ミ板などが用いられる。これを挿入することにより、熱拡散板５０と接する単電池平面の
温度分布が均一な方向に向かう。
【００４９】
　先の実施例２と比べると、一つの溝に入る単電池２が２個となるため、単電池積層方向
（厚み方向）に温度分布は若干ではあるが大きくなる。しかし、冷却水がフィン全体に流
れるため、冷却性能は格段に向上する。その結果、冷却水流量が低減できることからポン
プの所用動力やモジュールから排出された循環用冷却水を冷却するためのラジエターの大
きさも小さくすることができる。
【実施例４】
【００５０】
　本実施例は冷却フィン３３とそれに接する筐体溝３の面との密着性を向上させる例であ
り、図１２，図１３を用いて説明する。
【００５１】
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　図１２は水冷ジャケット３０と筺体１との接触面の拡大縦断面図である。筺体１を水冷
ジャケット３０の冷却フィン３３に沿って挿入したり取り出したりする際には溝と冷却フ
ィン３３の間に摩擦抵抗を低減するために、潤滑材やグリースが塗布されている。しかも
、そのグリースは潤滑の役割だけではなく、高熱伝導グリースのような好ましくは高熱伝
導率という物性も要している。
【００５２】
　しかしながら、長時間の熱伝導性の信頼性を確保するためには、さらに次のような構造
を付加するものである。すなわち、筐体の溝側面３８ａと冷却フィンの側面３８ｂとの間
隙１０２において、その中に金属のバネ材２００を奥行き方向に沿って備える。また、筺
体側の下面３７ａと水冷ジャケット本体側の上面３７ｂとの接触性が良くない場合には、
意図的に間隙１０３を形成させ、その間隙にもバネ材２００を挿入してもよい。
【００５３】
　本実施例では、このバネ材は水冷ジャケット３０側にあらかじめ固定されているが、筺
体１を水冷ジャケット３０に組み込んでからバネ材２００を挿入してもよい。筺体１と水
冷ジャケット３０が嵌合状態にある時は、バネ材２００が筐体の溝側面３８ａと冷却フィ
ンの側面３８ｂとの間の熱伝導の役割を果たす。従って、バネ材２００は熱伝導率の大き
いものが望ましい。
【００５４】
　また、バネ材２００の構造としては、水冷ジャケット３０と筺体側の下面３７ａと水冷
ジャケット本体側の上面３７ｂ、あるいは筐体の溝側面３８ａと冷却フィンの側面３８ｂ
とできるだけ接触面積が大きくとれるよう板バネのような平面部の面積が大きいことが望
ましい。さらに、バネ材２００の機能としては、筺体１と水冷ジャケット３０の熱膨張率
の違いによる間隙１０２，１０３の幅に変化が生じても、バネ弾性を維持し、常に大きな
面圧を水冷ジャケット３０と筐体１の両面に与え続けることが望ましい。
【００５５】
　図１３は本実施例の変形例である。図１２と異なる点は、間隙１０２及び間隙１０３に
挿入される部材がバネ材２００ではなく、高熱伝導率を有する金属繊維２０１を充填した
ことである。さらには、図１２のバネ材２００と金属繊維２０１の両方を挿入して、伝熱
接触面積を増加させ、熱伝導性を更に向上させても勿論問題ない。
【００５６】
　なお、熱伝導性が良く、かつ、狭い隙間に挿入できる部材であり、筺体１と水冷ジャケ
ット３０の熱膨張率の違いによる間隙１０２，１０３の幅変化に追従して、筐体１及び水
冷ジャケット面との接触性を維持できる部材であれば、金属箔や網状金属など金属繊維に
限るものではない。
【実施例５】
【００５７】
　本実施例はこれまでの実施例１～４に示してきた筺体１及び水冷ジャケット３０を含む
モジュールを複数個配列して、電池パックを構成することにより大容量電池システムを構
築した例であり、図１４，図１５を用いて説明する。
【００５８】
　図１４はラック７０の中に１２個のモジュール８０を４列３段に配列した電池パック構
造の正面図であり、図１５は上から見た平面図である。
【００５９】
　ラック７０の各段には水冷ジャケット３０と筐体１からなるモジュール８０が４個水平
方向に配列されている。水冷ジャケット３０はラック７０の下板５２あるいは中間板５３
に固定されている。筺体１に設けられた溝に水冷ジャケット３０から出ている冷却フィン
３３がはめ込まれることにより、筺体１も固定されることになる。なお、筺体１がラック
前面からずり落ちないようにラックの側板５１間に落下防止柵６１が設けられることもあ
る。
【００６０】
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　各段の水冷ジャケット３０には供給口３４と排水口３５が備わる。ラック７０の各段の
前面には水供給ヘッダー５５がモジュールの配列方向に伸びており、水供給ヘッダー５５
には入口分岐管５９がモジュールの数だけ設けられており、この分岐管と該供給口３４と
が接続されている。
【００６１】
　同様に、ラック各段の背面には出口ヘッダー５７が伸びており、出口ヘッダー５７には
出口合流管６０がモジュールの数だけ設けられており、この出口合流管６０と排水口３５
とが接続されている。また、各段に設けられた水供給ヘッダー５５及び出口ヘッダー５７
は、それぞれ水供給管５６，出口配管５８に接続されている。
【００６２】
　そして、水供給管５６から送られてきた冷却水は、各水供給ヘッダー５５に分配され、
さらに、入口分岐管５９により各モジュール８０の水冷ジャケット３０に供給される。水
冷ジャケット３０に付随する冷却フィン３３により筐体１の内部で発生した熱が伝わり、
冷却水にその熱が奪われる。冷却水は、出口合流管６０を通って、出口ヘッダー５７に集
められ、さらに、各段の出口ヘッダー５７からの冷却水は出口配管に集められる。
【００６３】
　なお、図には示していないが、ラック７０の背面には、各モジュールからの電流を集電
するための接続ケーブルあるいはバスバーや、それらと各モジュールとを接続するための
コネクタ部等が備わっている。
【００６４】
　ラック内の１２個のモジュールの中で、もし、運転中に異常が見つかった場合には、残
りの１１個のモジュールの運転は継続し、異常なモジュールだけを交換することがシステ
ムの運用上、最も望ましいことである。
【００６５】
　本実施例のモジュールには実施例１で示したように、筐体１の背面側に切断スイッチ２
３が備わっている。異常が見つかった場合には、その異常モジュールの切断スイッチ２３
を切り、他のモジュールとは電気的に切り離される。ただし、冷却水は異常モジュールの
水冷ジャケット３０にも流れたままになっている。
【００６６】
　次に、異常モジュールの筺体１をラック７０の前面から、筺体１の溝方向に沿って抜き
出す。この際、実施例１で示したように、モジュール背面のコネクタ部は、筺体１を抜き
出す時に、ラック側のコネクタ部と自動的に切り離される構造になっている。従って、切
断スイッチ操作以外の電気的な切断作業は不要である。更に、水冷ジャケット３０と筺体
１は分離可能なため、冷却水配管作業も不要である。
【００６７】
　このように、本実施例によれば、複数のモジュールを組み合わせた電池パックにおいて
も、運転を継続しながら簡便にモジュール交換ができる。また、電池パックの容積も、モ
ジュールの筺体１から突き出る放熱フィンや冷媒用の流路などを確保する必要がないこと
から、モジュールとモジュールの間に大きな空間は不要であり、高密度にモジュールを配
列することができる。その結果、電池パックをコンパクトにできる。
【００６８】
　なお、本発明は上記した実施例に限定されるものではなく、様々な変形例が含まれる。
例えば、上記した実施例は本発明をわかり易く説明するために、詳細に説明したものであ
り、必ずしも説明した全ての構成を備えるものに限定されるものではない。また、ある実
施例の構成の一部を他の実施例の構成に置き換えることも可能である。また、ある実施例
の構成に他の実施例の構成を加えることも可能である。
【符号の説明】
【００６９】
１　筺体
１ａ　筺体上面



(11) JP 2012-227072 A 2012.11.15

10

20

30

40

50

２　単電池
２ａ　単電池側面
２ｂ　単電池前面
２ｃ　単電池上端面
３　筺体溝
３ａ，３ｂ　筐体溝内面
４　回路基板
６　接続用部材
７　接続線
８　熱圧着シール部
９　絶縁・緩衝材
１１ａ，１１ｂ　集電用部材
１１ｃ　正極集電用部材
１２　負極タブ
１３　正極タブ
１４　負極端子
１５　正極端子
２０　正極コネクタ
２１　負極コネクタ
２２　通信用コネクタ
２３　切断スイッチ
３０　水冷ジャケット
３１　水冷ジャケット本体下部
３２　水冷ジャケット本体後面
３３　冷却フィン
３４　供給口
３５，４２　排水口
３６，１０２，１０３　間隙
３７ａ　筺体側の下面
３７ｂ　水冷ジャケット本体側の上面
３８ａ　筺体の溝側面
３８ｂ　冷却フィンの側面
３９ａ　筐体溝の凹部面
３９ｂ　冷却フィンの先端面
４０　排水ヘッダー
４１　流路
４３　中空部
４４　給水ヘッダー
４５　分岐口
５０　熱拡散板
５１　ラック側板
５２　ラック下板
５３　ラック中間板
５４　ラック上板
５５　水供給ヘッダー
５６　水供給管
５７　出口ヘッダー
５８　出口配管
５９　入口分岐管
６０　出口合流管



(12) JP 2012-227072 A 2012.11.15

６１　落下防止柵
７０　ラック
８０　モジュール
１００　空間部
１０１　上部空間
２００　バネ材
２０１　金属繊維

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】



(13) JP 2012-227072 A 2012.11.15

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】



(14) JP 2012-227072 A 2012.11.15

【図１３】

【図１４】

【図１５】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

